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要 旨 

地震発生後概ね 15 分で斜面崩壊，地すべり，液状

化が発生した可能性（以下「発生可能性」という．）

を自動的に予想し，その結果を配信する地震時地盤

被害予想システムを開発した．このシステムは，現

在，国土地理院内で試験運用中であり，安定して無

人で動作している．本稿では，このシステムのアル

ゴリズムについて報告する． 
 

1. はじめに 
大地震が発生した場合，政府レベルでの対応を決

定するために，早期に被害の概要を把握することが

重要である．しかしながら，1995 年兵庫県南部地震，

2004 年新潟県中越地震等，被害の概要が判明するま

でに時間を要した事例がある．現在においても，通

信回線の不通，夜間，天候不良，あるいは情報の錯

綜等により，かならずしも適切な情報を得ることが

できない場合があると予想される．そのような場合

には，震度と，被災地の地理的特性に基づいて想定

される被害の予想が判断に役立つと考えられる．そ

のような発想の下，地盤災害（斜面崩壊，地すべり，

液状化）について，推計震度分布図等のリアルタイ

ム情報と，傾斜，地形分類，地質等の既存情報を組

み合わせて，それらの災害の発生可能性を予想し，

地震後概ね 15 分以内に関係部局に送信するシステ

ム（地震時地盤被害予想システム）を開発した．結

果については既に報告済みであるが（神谷，2013），

本稿では，アルゴリズムの詳細を報告する． 
 
2. 開発したシステムの概要 

地震時地盤被害予想システムは，推計震度分布図

と既存の地理空間情報を用いて，地震による地盤被

害を予想する．本システムは，常時，推計震度分布

図の受信を監視し，その受信をトリガーとして処理

を起動し，予想結果の配信までを自動的に行う． 
本システムは，地震被害の予想をグリッドベース

で行う．通常は，格子間隔 250 m（経緯度に基づく

グリッドなので正確に 250 m ではない；以下同様）

のグリッドを用いているが，対象地域が広大な場合

は，500 m，1 km，2 km，あるいは 4 km のグリッド

による処理が自動的に選択される（実際には，ほと

んどの場合は 250 m が選択される）．  
既存の地理空間情報は，リアルタイムの運用に適

するような加工が施された後，この 5 種の格子間隔

のグリッドデータとして保管されている．このグリ

ッドデータを「地域特性データ」という．  
推計震度分布図を受信したならば，本システムは，

処理を行うか否かの決定，処理範囲の決定及び処理

に使用する格子間隔の決定を行った後，以下のアル

ゴリズムを実行する． 

 
1) 計測震度の修正 
2) 斜面崩壊の予想 

3) 液状化の予想 
4) 地すべりの予想 
 

斜面崩壊，液状化，地すべりの発生可能性は， 危険

度 0 から危険度 4 の 5 段階に分級される． 
その後，ユーザーに結果を示すための PDF ファイ

ル等の作成を行い，それらのファイルをネットワー

ク上の所定の場所にアップロードするとともに，メ

ールを配信する．通常，１つの地震に対し，推計震

度分布図は 2 回発表されるため，上記の処理も 2 回

行われ，予想結果も 2 回配信される． 
 

3 計測震度の修正 
3.1 震央付近の推計震度分布図の状況 

推計震度分布図は，震度観測点で計測された「計

測震度」を，地盤条件を考慮して内挿したものであ

る．計測震度は，地震波形から震度を決定するため

に計算された値であり，例えば，震度 4 は計測震度

3.5～4.4 に対応する（配信される計測震度は，この

ように 0.1 単位の値である）． 
推計震度分布図は，地震発生直後に確実に得られ

る地震動に関する最善のデータであるが，震央付近

に震度観測点がない場合，震央付近の計測震度をし

ばしば過小評価している（神谷ほか，2012）．その原

因は，計測震度は震央付近で最大になると期待され

るが，推計震度分布図における内挿では，そのよう

な推計震度の分布モデルを考慮せずに内挿している

ためと考えられる．そこで，推計震度分布図に，震

源からの距離による計測震度の距離減衰式を併用す
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ることにより，震央付近の過小評価を防ぐこととし

た． 
 

計測震度の修正には，推計震度分布図の計測震度

のほか，推計震度分布図に記載されている震央の 3
次元座標，気象庁マグニチュード，推計震度分布図

の作成に使用される震度観測点の位置，250 m メッ

シュの地形分類（若松・松岡，2008）を用いる． 
 

計測震度の修正のアルゴリズムは，以下のとおり

である．「推計震度分布図の計測震度 IJMA」が「距離

減衰式による計測震度 IAtt」より小さい場合において

のみ，「震度観測点が不足していることによる推計震

度分布図の計測震度の誤差の推定値 ΔIJMA」の範囲

内で修正し，「本システムで使用する計測震度 I」を

求めるものである． 

  JMAJMAAttJMA ,MIN,MAX IIII=I   

距離減衰式による計測震度 IAttは，森川ほか（2010）
の計測震度の距離減衰式を使用した．森川ほか

（2010）の距離減衰式は，震源30km以浅の式と30km
より深い式があるが，両者は連続していないことと，

計測震度の修正は浅い地震で重要であることから，

震源 30km 以浅の式を使用した． 

  AVS10WAtt +10 + log 22 W IdrcrbMa=I M
 

  10.3log6.12 AVS10AVS  V=I  
0030024000180630 .d = .c = .b = .a =   

ここで，r は震源から計測震度を求める対象セル

までの 3 次元距離（km）である． 
IAVS は地盤条件による計測震度の補正項，VAVS は

表層 30 m の平均 S 波速度（AVS30）である．VAVS

の値は，地形分類をもとに，若松・松岡（2008）に

従って推定した． 
MW は，モーメントマグニチュードであり，推計

震度分布図に添付されている気象庁マグニチュード

から，神谷ほか（2012）の方法で求めた． 
ところで，推計震度分布に記載されている震源の

深さは，地震直後に求められたものであり，誤差が

大きい．特に，10 km より浅い場合は，「10 km」と

いう値が記されている．また，森川ほか（2010）の

距離減衰式の係数は，過去の多数の地震から求めら

れた平均的な値であるが，必ずしも当該地震に対し

て適切な値であるとは限らない． 
距離減衰式のパラメーターのうち，d は，震源の

広がりの効果を示す係数であり，物理的解釈から非

負であるべきである．また，d と震源の深さが距離

減衰式に及ぼす影響は類似しており，両者を同時に

推定することは困難である．パラメーターb は，地

震波の伝搬の際のエネルギーの損失を示す係数であ

るが，その推定のためには震源から数百 km の位置

での計測震度が必要であり，本システムで使用する

データでは推定できない．１つの地震のデータでは，

MWが一定であるため，パラメーターa と c の効果を

分離することができない．従って，推定可能な定数

は，「d 又は震源の深さ」と「a 又は c」である． 
そこで，推計震度分布図における「震度観測点の

位置の計測震度の値」をもとに，以下の方法で距離

減衰式のパラメーターと震源の深さを求め，残差の

2 乗和が最小となる方法を採用することにした． 
 
1) 森川ほか（2010）によるパラメーターの値と，

推計震度分布図に記載された震源の深さをその

まま用いる場合 
2) d を 0 として，c のみを調整する場合 
3) d，c を調整する場合（ただし，d の値が負とな

った場合は採用しない） 
4) 震源の深さを 0 として，c のみを調整する場合 
5) 震源の深さと c を調整する場合 
 
一方，ΔIJMAの推定には，以下のアルゴリズムを用

いた．各震度観測点において，求められた距離減衰

式に従った計測震度が観測されたと仮定する．この

とき，注目している点の震度を，その点に直近な 12
点の震度観測点の計測震度を用い，距離の逆 2 乗の

重みで内挿してみる．この内挿結果と，注目点にお

ける距離減衰式による計測震度の差を，「震度観測点

が不足していることによる推計震度分布図の計測震

度の誤差の推定値 ΔIJMA」とした．なお，注目して

いる点の直近の震度観測点の検索に時間を要するた

め，近似的かつ技巧的な検索方法が実装されている． 
 
4 斜面崩壊の予想 
4.1 使用するデータ 

斜面崩壊の予想には，3 章で述べた計測震度のほ

かに，基盤地図情報 10 m メッシュ（標高），20 万分

の 1 日本シームレス地質図（脇田ほか， 2009；以下

「シームレス地質図」という．）等を使用している．

この 3 つ以外のデータは，4.4 に記載している． 
 

4.2 修正六甲式 
斜面崩壊は，兵庫県南部地震の六甲山地における

斜面崩壊の実例をもとに作成された「地震による斜

面崩壊危険度判別式」である「六甲式」（内田ほか，

2004）を改良した「修正六甲式」により予想されて

いる．その詳細は，神谷ほか（2012）で報告したが，

 
3.2 使用するデータ 

 
3.3 修正アルゴリズム



ここでは，その概要を説明する． 
六甲式は，斜面の崩壊，非崩壊を，傾斜，曲率（地

表面の 2 方向の曲率の平均），加速度（地表最大加速

度 PGA: peak ground acceleration；ただし，水平成分

のみを考慮）で計算する式である．修正六甲式は，

六甲式をより広い範囲の傾斜，曲率に適用できるよ

うに修正した式である． 

  15.27log3.93119log4.38 10 10  a+cs=G  

ただし，G は修正六甲式の値，s は傾斜（度），c' は
曲率（m−1），a' は PGA（Gal）である．このうち，

PGA は，計測震度から神谷ほか（2012）の方法で求

める． 
 
4.3 部分修正六甲式を用いた計算方法 

修正六甲式は，格子間隔約 10m のグリッドを使用

して計算するが，その計算を全てリアルタイムで行

うことは多量の計算を要する．修正六甲式は，PGA
に依存する部分（「部分修正六甲式」という．）と依

存しない部分の和である．そこで，部分修正六甲式

の値を計算し，250m 等のセル内の「部分修正六甲

式の値」のヒストグラムをあらかじめ計算しておく．

このヒストグラムと，地震発生時に得られる PGA
を用いると，250m 等のセル内の「修正六甲式の値」

のヒストグラムを短時間で計算することができる． 
崩壊と非崩壊の 2 値に区分する場合，修正六甲式，

あるいは六甲式は，正の場合に崩壊すると予想する

式である．そこで，250 m 等のセル内の「修正六甲

式，ただし値が負であれば 0」の 250 m 等のセル内

の平均値を求める．この値を，等比的に分級した結

果が，0 から 4 の 5 段階の予想結果となる． 
 
4.4 脆弱な地質の考慮 
前節で求められた予想結果に対して，脆弱な地質

と判断される場所は，予想結果を 1 段階上げる処理

を行っている．より正確には，この修正は，区分前

の値に定数を掛けることで実装しているため，「脆弱

な地質では必ず危険度 1 になる」，「危険度が 5 とな

る」ということはない．また，システムとしては，

「0.5 段階上げる」といった修正も可能である． 
脆弱な地質は，以下のいずれかに該当する場合で

ある．ただし，複数の項目に該当しても，2 段階上

げるといった処理は行っていない． 
 
1) 超苦鉄質岩 

シームレス地質図における超苦鉄質岩． 
2) 高圧型変成岩 

シームレス地質図における高圧型変成岩．ただ

し，御荷鉾緑色岩類の苦鉄質岩部を除く． 
3) 火砕流堆積物 

シームレス地質図における火砕流 
4) 新第三紀以降の堆積岩類 

シームレス地質図における時代区分 N1 以降（概

ね中新世以降）の堆積岩，堆積物．ただし，石

灰質を除く． 
5) いわゆるグリーンタフ 

シームレス地質図において，時代区分 N1，N2
（概ね中新世）の非アルカリ火山岩類であって， 
別途指定したグリーンタフエリアに含まれるも

の． 
6) メランジュ 

シームレス地質図における付加体の砂岩・泥岩

であって，岩相の細分が区分されえいないもの． 
7) 温泉変質 

角ほか（1980）に記載れている熱水変質に記載

されている熱水変質のうち，面積 0.5 km2 以上も

のを新たに数値化． 
8) 断層破砕帯 

大槻（1975）に記載されている棚倉断層の破砕

帯を新たに数値化． 
9) 強風化岩 

20 万分 1 土地分類基本調査（国土庁土地局，

1975）等）の表層地質図（垂直的分類図）にお

いて，概ね風化区分がβ又はγ（風化土厚 3 m
以上）と分類されているものを新たに数値化． 

 
5 地すべりの予想 

斜面崩壊の予想には，3 章で述べた計測震度のほ

かに，地すべり地形分布図，シームレス地質図を使

用している．  
 

5.2 既存の知見 
地震時の地すべりは，概ね震度 5 強以上，大半は

震度 6 弱以上で発生する（野呂ほか，2011）．また，

地震時の地すべりは，既存地すべりの再活動と新規

地すべりがあるが，1 km 程度のスケールで見ると，

新規地すべりも，既存地すべりの近くで発生してい

る．以上を考慮すると，地震時の地すべりは，地す

べりの分布密度が高く，かつ震度が大きな場所で発

生しやすいと言える． 
 
5.3 地すべり面積率 

地すべりの分布を示す資料として，防災科学研究

所が作成した「地すべり地形 GIS データ」

（http://lsweb1.ess.bosai.go.jp/gis-data/）がある．地す

べり地形 GIS データは，作成年代によりデータの品

質（例えば，重畳する複数の地すべり地形を１つと

して取得するか，個別に取得するか）が異なるため，

全国のデータから偏りのない情報を抽出するには，
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地すべりの規模を無視して，地すべりが占める面積

の割合を用いるしかない．本研究では，「ポリゴンと

して囲まれている地すべり土塊が占める面積の割

合」（以下「地すべり面積率」という．）を用いた． 
ところで，ある点の地すべりの発生可能性は，そ

の周りの地すべり面積率に依存するが，このとき，

周囲であっても，同じ地質の地すべり面積率により

強く依存すると考えられる．そこで，予想の計算に

用いる面積率は，以下のように計算した． 
事前に，セル（セルサイズ 250 m 等）ごとの地す

べり面積率を求めておく．実行時には，重み w(r) を
つけて，注目しているセルの周りのセルの面積率を

平均し，計算に用いる面積率としている．ここで，

w(r) は， 

  









2

0

2

exp
r
r=rw  

とした．また，r0 は，注目しているセルとその周囲

のセルの地質が，シームレス地質図上で同じ場合は

1 km，異なる場合は 500 m とした．なお，平均をと

る範囲は，緯度方向，経度方向ともに，3 km 以内と

した． 
 
5.4 発生可能性の評価 
前節で説明した地すべり面積率を S，震度を I と

し， 

1
log
log

10

10 



B

CI
A
S

R  

を計算し，R の整数部分（ただし，4 より大きい場

合は 4，0 より小さい場合は 0）をとって，発生可能

性を危険度 0 から危険度 4 までの 5 段階に分級して

いる．ここで，定数 A，B，C は，5.2 節の知見と，

中越地震，能登半島地震，岩手宮城内陸地震，東日

本太平洋沖地震の地すべりの発生状況を考慮し，A = 
2.5，B = 0.33，C = 5.0 とした． 

 
6 液状化の予想 
6.1 使用するデータ 

液状化の予想には，3 章で述べた計測震度のほか

に，250 m メッシュの地形分類（若松・松岡，2008），
基盤地図情報 10 m メッシュ（標高）を使用してい

る． 
 

6.2 アルゴリズム 
液状化の発生可能性の評価には，「液状化抵抗比と

繰り返しせん断応力をから液状化に対する抵抗率

（FL 値）を求める」等の物理的な方法（例えば，埼

玉県（2014））と，実際の液状化の発生と地形分類等

の指標を関係づける経験的な方法がある．物理的な

方法では，標準貫入試験の N 値，地下水位等の物理

データが必要となるが，全国にわたって，これらを

推定する適切な方法がないと判断し，本システムで

は，地形分類を用いた経験的な方法を用いることと

した． 
本システムでは，地形分類と震度を入力とし，表

-1に基づいて液状化の発生を予想している．ここで，

扇状地，谷底低地，自然堤防，砂丘については，DEM
を用いて，250 m メッシュの地形分類を細分してい

る． 
 

7. 配布用資料の作成とメールの送信 
本システムは，予想結果に基づき配布資料を自動

的に作成する．配布段階では，斜面崩壊と地すべり

は，「斜面災害」にまとめられ，予想する地盤災害の

 *1 河道，湖沼，沿岸海域 *3 比高が高い場合（5m 以上） 
*2 傾斜が緩い場合（勾配 1/100 未満） *4 低地に接する砂丘のヘリの場合 

表-1 液状化の発生を予想に用いる表 



種類は，斜面災害と地盤の液状化の 2 種類となる．

斜面災害の発生可能性は，斜面崩壊の発生可能性と

地すべりの発生可能性の大きな方である．また，対

象地域の居住者人口密度（以下，人口，人口密度は，

居住者人口，居住者人口密度の意味で用いる）も付

加される． 
配布用資料は，PDF ファイル，KMZ ファイル，

テキストファイル，CSV ファイル及び画像ファイル

からなる．KMZ ファイルは，地理院地図の背景画像

を背景とした予想結果と人口密度のファイルであり，

Google Earth 等で表示できる． 
テキストファイルは，斜面災害の発生可能性，液

状化の発生可能性，震度で分級された面積及び人口

（以下「集計結果」と総称する．）を示す．これの集

計結果には，対象地域全域の集計結果と，市区町村

ごとの集計結果があり，市区町村ごとの集計結果は，

さまざまな方法でソートされている．CSV ファイル

は，これらの集計結果の元となるデータを記載した

ファイルである． 
PDF ファイルは，最も重要な資料であり，全域の

集計結果，予想結果，人口密度が表示されている（図

-1）．表示範囲と用紙の方向（縦長か横長か）は，ペ

ージごとにシステムが自動的に決定する．ただ，こ

のような決定が常に使いやすいとは限らないため，

通常，2 種類の範囲の図が生成される．図は，地理

院地図の背景画像を背景としており，縮尺，凡例も，

陸地及び発生可能性等を参考に，なるべく適切な位

置に自動的に挿入される．なお，これらのデザイン

は，定義ファイルに記載されている． 
配布用資料が準備できたなら，自動的にメールを

図-1 PDF ファイルの例（中越地震） 
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送信するとともに，サーバーに配布用資料をアップ

ロードする．本システムは，定義ファイルに基づき，

送付先，内容，添付ファイル等が異なる複数のメー

ルを送信することができる．アップロード先とアッ

プロードする内容についても同様である． 
 

8. 過去の地震への適用結果とシステムの運用 
本システムの稼働前に発生した地震の推計震度分

布図を本システムに入力したところ，おおむね良好

な結果が得られた（神谷，2013；神谷ほか，2013）．
また，本システム稼働後の 2013 年 4 月 13 日に発生

した淡路島の地震においては，実際に国土地理院内

で本システムの出力結果が活用された（神谷，2013）．
当初は，Windows Update に伴う再起動等の原因によ

り，意図しないシステムの停止が発生したが，現在

では，安定的に無人で運用されている． 
 
9. まとめ 
地震発生後概ね 15 分で斜面崩壊，地すべり，液状 

化が発生した可能性を自動的に予想し，その結果を

配信する地震時地盤被害予想システムを開発した．

過去の地震に対して適用したところ，概ね良好な結

果が得られた．本システムは，現在，国土地理院内

で試験運用中であり，安定して無人で動作している． 
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